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株式等の振替に関する業務規程等の一部改正について 

 

平成 22 年３月 23 日 

株式会社証券保管振替機構 

 

１． 改正趣旨 

振替投資信託受益権（以下「ＥＴＦ」という。）については、昨年７月、制度利用

者の事務処理の効率化及び利便性の向上を図るとともに、決済に伴うリスクを軽減す

る目的から、信託設定時の新規記録手続に係るＣＳＶアップロード機能の追加及び交

換時の抹消手続に係る処理時限の変更等を実施している。 

今般、ＥＴＦの発行者、受託会社（再信託をしている場合には、再信託受託会社。

以下同じ。）及び販売会社である機構加入者（以下「機構加入者」という。）からの要

望を受け、ＥＴＦの信託設定時の新規記録手続及び交換時の抹消手続に係る制度につ

いて、更なる整備を図ることとし、株式等の振替に関する業務規程（以下「規程」と

いう。）等について所要の改正を行う。 

また、金融商品取引所において、ＥＴＦが上場廃止されたことから、ＥＴＦに係る

取扱廃止の手続を整備するにあたり、規程について所要の改正を行う。 

なお、今般の改正にあわせて、形式的な文言の修正等、所要の規定の整備を行う。 

 

２． 改正概要 

（１）信託設定時の新規記録手続 

ＥＴＦの信託設定時の新規記録手続において、「発行口」（機構が便宜的に設ける

帳簿中の欄であって、新規記録通知の内容を一時的に記録するためのものをいう。

「発行口」を設けることにより、発行者、受託会社及び機構加入者が、新規記録に

係る内容を事前に確認することにより、超過記録発生のリスクを軽減することが可

能。）を新設するほか、新規記録手続について所要の整備を行う。 

（規程第 276 条、規則第 354 条の２、同別表３等） 

 

（２）交換時の抹消手続 

ＥＴＦの交換時の抹消手続において、「交換時抹消予定情報通知」（交換に係る抹

消により減少記録されるＥＴＦの情報の通知をいう。当該通知は、機構加入者の指

定区分口座に当該抹消予定口数以上の残高がある場合のみ受付可能とし、受付後抹

消日までの間、当該残高が確保される。）及び「抹消口」（機構が便宜的に設ける口

座で、交換に係る抹消により減少記録されるＥＴＦの口数に係る情報を一時的に記

録するための口座をいう。「抹消口」を設けることにより、ＥＴＦの交換時におけ

る機構加入者によるＥＴＦの抹消申請と受託会社による株式等の振替請求のいず
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れか一方しか実行されないリスクの軽減が可能。）を新設するほか、交換時抹消手

続について所要の整備を行う。 

（規程第３節の２、規則第 355 条の２、同別表３等） 

 

（３）取扱廃止の手続 

口座管理機関が加入者の口座を開設する際に、当該加入者との間で締結をしなけ

ればならない契約に含める事項として、ＥＴＦの取扱廃止に際し、発行者が受益証

券を発行するときは、当該加入者は、当該口座管理機関に対し、発行者に対する受

益証券の発行請求の取次ぎを委託することのほか、ＥＴＦの取扱廃止に係る所要の

改正を行う。 

（規程第 25 条第 34 号及び第 35 号） 

 

（４）所要の規定の整備 

形式的な文言の修正等を行う。 

（規程第２条第 17 の２号、同第 25 条第 25 号、同第 273 条、同第 277 条、規則第 11

条、同第 13 条等） 

 

３．施行日 

この改正規定は、平成22年５月24日から施行する。ただし、２．（３）の改正規定

については、平成22年３月23日から施行する。 

 以 上 

 


